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研究要旨 

健康日本 21 及び健康日本 21（第二次）について、情報整理し、認知症施策推進大綱に

基づく施策の推進に資する知見を得ることを目的とした。関連する資料等から、策定経

緯、概要、指標と評価方法の振り返りを行った。その結果、以下の知見が得られた。健康

日本 21（第二次）の指標のうち、認知症施策を進める上での重要な指標として採用でき

そうなものが多数ある。地方自治体での取り組みを推進するためには、地方自治体が各地

域においても算定できる指標は重要である。多数の指標が並列に並んでいる形よりも、例

えば、真のアウトカムの指標、アウトカムの関連要因の指標、環境や施策の指標などのよ

うに構造化すると良い。施策を推進する上で住民の視点と、指標の定量化等における専門

家の視点の両者のパートナーシップが重要である。 

 

 

Ａ．研究目的 

健康日本 21 は、健康増進法第 7 条によ

り、国民の健康の増進の総合的な推進を

図るための基本的な方針として厚生労働

大臣が定めるものとされている。平成 12

（2000）年に「21 世紀における国民健康

づくり運動」として発表された。その

後、改訂版である健康日本 21（第二次）

が平成 24（2012）年に発出された。 

この健康日本 21 について、情報整理

し、認知症施策推進大綱に基づく施策の

推進に資する知見を得ることを目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 

「健康日本 21」https://www.mhlw.go. 

jp/www1/topics/kenko21_11/top.html 及

び、「健康日本 21（第二次）」https:// 

www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu

nya/kenkou_iryou/kenkou/kenkounippon2

1.html に関する資料等から、策定経緯、概

要、指標と評価方法を振り返り、情報整理

を行った。 

（倫理面への配慮） 

本研究は有識者による先行研究の報告と

討議によるものであり、倫理面の配慮は

特に必要としない。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

（１）計画策定の経緯 

 健康日本 21および健康日本 21（第二次）

の策定の経緯を表１に示す。健康づくりと

して何を行うべきかの議論は、WHO 憲章に

よる健康の定義に遡ることができる。ＷＨ

Ｏによるアルマ・アタ宣言では、「すべて

の人々に健康を」がスローガンとなった。

そのような国際的な動きに呼応して、1978

年に第 1 次国民健康づくり対策が策定さ

れ、これが現在の健康日本 21 の起源であ

る。その後、種々の目標値を掲げて推進す

る Healthy People 2000 が米国から発表

され、それを参考に、2000 年に健康日本 21

（第 3 次国民健康づくり対策）が策定され

た。そして、2012 年に現行の健康日本 21

（第二次）が発表された。 
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 この方針は、「21 世紀の我が国において

少子高齢化や疾病構造の変化が進む中で、

生活習慣及び社会環境の改善を通じて、子

どもから高齢者まで全ての国民が共に支

え合いながら希望や生きがいを持ち、ライ

フステージに応じて、健やかで心豊かに生

活できる活力ある社会を実現し、その結果、

社会保障制度が持続可能なものとなるよ

う」にするものである。 

 健康日本 21（第二次）の概念図を図 1

に示す。生活習慣や社会環境の改善によ

り健康寿命の延伸を目指すものである。 

 

（２）評価指標 

 健康日本 21（第二次）の全体像とし

て、基本的方向及び目標は表２の通りで

ある。健康日本 21（第二次）の評価指標

のうち、認知症施策に関連する指標等の

抜粋を表３に示す。健康寿命の延伸、健

康格差の縮小を最も基本とする目標値と

している。また、脳卒中や糖尿病、社会

参加や運動習慣など、認知症の原因や関

連要因に関する指標が設定されている。

認知機能低下ハイリスク高齢者の把握率

も目標指標となっている。 

 さらに、健康日本 21（第二次）では、

表４に示すように地方自治体が活用可能

な統計例も示している。全国で推進され

るためには、地方自治体での取り組みが

重要であり、国が提示する指標として、

地方自治体が各地域においても算定でき

る指標という視点は重要であると考えら

れる。 

 Healthy People 2000 や、健康日本 21

（2000 年版）の一部で、目標指標を大き

く以下の３つに分類している：「Ａ．健

康状態の目標」、「Ｂ．リスク軽減の目

標」（知識・態度・行動レベル）、

「Ｃ．健康サービス・保護の目標」（環

境レベル）。この３段階の構造は、より

一般化して表現すると、真のアウトカム

の指標（国民が直接的にメリットを感じ

られる指標）、アウトカムの関連要因の

指標（直接的にメリットを感じないが、

それを改善することで真のアウトカムの

向上に寄与する指標）、環境や施策の指

標（アウトカムを向上させるための環境

や施策に関する指標）ということができ

る。多数の指標が並列に並んでいると理

解が困難になることが多いため、このよ

うな構造を意識することは重要である。 

 健康日本 21（第二次）の評価に活用さ

れる調査を表５に示す。生活習慣等につ

いては、厚生労働省「国民健康・栄養調

査」、厚生労働省「国民生活基礎調査」

が用いられている。また、介護保険等に

関して、厚生労働省「介護保険事業報

告」、厚生労働省「介護予防事業報告」

が用いられている。 

 

（３）評価の場 

 厚生科学審議会「健康日本 21（第二

次）推進専門委員会」において、進捗状

況の評価などの検討が行われている。ま

た、関連する厚生労働研究班も設置され

ている。 

 

（４）住民参加 

 健康日本 21 では、表６に示すように、

目標値設定と住民参加についての検討が

行われている。住民の視点からのボトム

アップ型目標として、「Ｆ．参加的状況

改善の目標」（例．私の親は自立歩行に

不安がある。私は高齢者の外出介助法に

関するＢ町講習会を、勤務の合間に自由

に受講できる。）、「Ｅ．参加的状況把

握からの目標」（例．Ｂ町住民である私

は、自立歩行に不安があるが、前日中に

申し込めば、ほぼ確実に外出介助サービ

スを受けられる。）が記載されている。
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また、専門家の視点からのトップダウン

型目標として、「Ａ．健康状態の目

標」、「Ｂ．リスク軽減の目標」、

「Ｃ．健康サービス・保護の目標」に加

えて、「Ｄ．各集団目標の個人化」

（例．自立歩行に不安のある高齢者Ａ氏

（Ｂ町の典型的住民）が、単独で外出す

る確率を 0.4 以下にする）も記載してい

る。これらの指標は、住民目線に立った

指標として重要であるものの、集団とし

て定量化して施策の推進に活用すること

は実務的に難しい側面がある。そこで、

住民参加については、健康日本 21 の推進

における重要性を記載し、集団での指標

としては専門家の視点によるものが最終

的に用いられている。 

 その後の健康日本 21（第二次）では、

個々人に関する指標・対策だけではな

く、図２に示すように社会環境の整備

や、ソーシャルキャピタルの醸成を重要

な戦略に位置づけ、その目標を掲げてい

る。これらの指標は、住民参加の成熟度

合いを科学的にモニタリングしながら促

進していくことを目指しているとも言え

よう。 

 

 

 

Ｄ．結論 

 健康日本 21（第二次）の指標のうち、

認知症施策を進める上での重要な指標と

して採用できそうなものが多数ある。 

 地方自治体での取り組みを推進するた

めには、地方自治体が各地域においても

算定できる指標は重要である。 

 多数の指標が並列に並んでいる形より

も、例えば、真のアウトカムの指標、ア

ウトカムの関連要因の指標、環境や施策

の指標などのように構造化すると良い。 

 施策を推進する上で住民の視点と、指

標の定量化等における専門家の視点の両

者のパートナーシップが重要である。 

 

Ｅ．研究発表  

１．論文発表 

  特になし 

２．学会発表 

 特になし 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

特になし 

２．実用新案登録 

特になし 

３．その他 

特になし 
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表１．健康日本 21 および健康日本 21（第二次）の策定の経緯 

 1946年 WHO憲章による健康の定義 

 1978年 アルマ・アタ宣言（WHO）「すべての人々に健康を」 

   目標：西暦 2000年までに世界中のすべての人々が社会的・経済的に生産的な 

   生活を送ることができるような健康状態を達成すること 

 1978年 第１次国民健康づくり対策 

 1988年 第２次国民健康づくり対策 ～アクティブ 80ヘルスプラン～ 

 1990年 Healthy People 2000（アメリカ） 

   健康寿命その他の指標を設定 

 2000年 健康日本 21（第３次国民健康づくり対策） 

 2012年 健康日本 21（第二次）（第４次国民健康づくり対策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1 
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表３．健康日本 21（第二次）の評価指標（認知症施策に関連する指標等の抜粋） 

＜健康寿命の延伸と健康格差の縮小の実現に関する目標＞ 

 健康寿命の延伸、健康格差の縮小 

＜主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底に関する目標＞ 

 脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少 

 高血圧の改善 

 糖尿病合併症の減少、治療継続者の割合の増加、糖尿病有病者の増加の抑制等 

＜社会生活を営むために必要な機能の維持・向上に関する目標＞ 

 メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場の割合の増加 

 介護保険サービス利用者の増加の抑制 

 認知機能低下ハイリスク高齢者の把握率の向上（厚生労働省「介護予防事業報告」基本チェ 

  ックリスト：認知症関連３項目のうち１項目該当→基本チェックリスト実施率の向上） 

 低栄養傾向の高齢者の割合の増加の抑制 

 高齢者の社会参加の促進（就業又は何らかの地域活動をしている高齢者の割合の増加） 

＜健康を支え、守るための社会環境の整備に関する目標＞ 

 地域のつながりの強化 

 健康づくりを目的とした活動に主体的に関わっている国民の割合の増加 

 健康づくりに関する活動に取り組み、自発的に情報発信を行う企業登録数の増加 

 健康づくりに関して身近で専門的な支援・相談が受けられる民間団体の活動拠点数の増加 

＜栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習慣及び社会環境の改

善に関する目標＞ 

 適正体重を維持している者の増加 

 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合の増加 

 食塩摂取量の減少 

 共食の増加 

 食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業及び飲食店の登録数の増加 

 日常生活における歩数の増加 

 運動習慣者の割合の増加 

 住民が運動しやすいまちづくり・環境整備に取り組む自治体数の増加 

 口腔機能の維持・向上（60歳代における咀嚼良好者の割合の増加） 

 80歳で 20歯以上の自分の歯を有する者の割合の増加 

 

  



24 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



25 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



26 
 

表５．健康日本 21（第二次）の評価に活用される調査 

 厚生労働省「国民健康・栄養調査」 

 厚生労働省「国民生活基礎調査」 

 厚生労働省「人口動態統計」 

 特定健康診査・特定保健指導の実施状況 

 厚生労働省「労働者健康状況調査」等（職場の割合に関して） 

 厚生労働省「介護保険事業報告」（介護保険サービス利用者） 

 厚生労働省「介護予防事業報告」（認知機能低下把握率） 

 内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（高齢者の社会参加） 

 内閣府「少子化対策と家族・地域のきずなに関する意識調査」（地域のつながり） 

 総務省「社会生活基本調査」（ボランティア活動をしている割合等） 

 Smart Life Projectの参画企業数（企業数） 

 各民間団体からの報告（民間団体の活動拠点数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図２ 
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